
電 話 加 入 権

純 資 産 合 計 2,786,116

繰 越 利 益 剰 余 金 2,515,581

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 流 動 資 産 15,434

有 形 固 定 資 産

建 物

固　　定　　資　　産

工 事 損 失 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

備 品 4,176

2,713,616

12,500
利 益 剰 余 金 2,726,116

資 産 合 計 5,256,752 負 債 ・ 純 資 産 合 計

445,090

利 益 準 備 金

5,256,752

別 途 積 立 金 198,035

資 本 剰 余 金 10,000差 入 敷 金 1,438

そ の 他 投 資 等 23,404

株　　主　　資　　本 2,786,116投 資 有 価 証 券 3,000

資 本 金 50,000長 期 繰 延 税 金 資 産 202,599

千円

投 資 そ の 他 の 資 産 230,442

負 債 合 計 2,470,635

ソ フ ト ウ エ ア 1,563 純　　資　　産　　の　　部

3,804

車 両 運 搬 具 73,664

工 具 ・ 器 具 5,842

6,818リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産 5,368

構 築 物 8,653 26,362

機 械 装 置 2,494

長 期 リ ー ス 債 務 5,266

107,630 退 職 給 付 引 当 金 358,038

固    定    負    債 389,668

209,279

そ の 他 流 動 負 債 8,429

未 収 入 金 383 賞 与 引 当 金 128,055

材 料 貯 蔵 品 28,424 5,571

未 成 工 事 支 出 金 157,457

短 期 リ ー ス 債 務 2,506前 払 費 用 7,556
未 成 工 事 受 入 金 143,643
未 払 法 人 税 等 100,582兼 業 事 業 未 収 入 金 710,886
未 払 消 費 税 114,686

31,925未 払 金

完 成 工 事 未 収 入 金 1,786,380

預 け 金 975,506

未 払 費 用 33,9952,959受 取 手 形

流　　動　　資　　産 4,811,661 流　　動　　負　　債 2,080,967

工 事 未 払 金 1,511,570現 金 ・ 預 金 1,126,673

貸　借　対　照　表

（２０２５年３月３１日現在）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

千円 千円



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券 ……償却原価法（定額法）
　　　　　　　　　　　　　 　なお、当期末の満期保有目的の債券の保有はございません。
　　　関連会社株式 ……………移動平均法による原価法
　　　　　                 　なお、当期末の関連会社株式の保有はございません。
　　　その他有価証券
　 　　市場価格のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　 　 （評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）
　　　　　　　　　　　　　 　なお、当期末の市場価格のあるその他有価証券の保有はございません。
　　 　市場価格のないもの……移動平均法による原価法
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　  　未成工事支出金 …………個別法による原価法
　　　材料貯蔵品 ………………最終仕入原価法
（３）固定資産の減価償却方法
　　①有形固定資産（リ－ス資産を除く）
　　　建物は定額法、建物以外は定率法を採用しております。
　 　 ただし、平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によってお
      ります。
　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており
      ます。
　　②無形固定資産
　　  ソフトウエアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
　　③リース資産
　　  所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産
　  　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（４）引当金の計上基準
  　①貸倒引当金 ………………債権の貸倒損失に備えるため、全ての債権について個別に債権の回収
                             可能性を検討して必要額を計上しております。
　　　　　　　　　　　　     なお、当期の貸倒引当金の計上はございません。
  　②賞与引当金 ………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担
                             額を計上しております。
  　③完成工事補償引当金 ……完成工事にかかる瑕疵担保等の費用に充てるため、実績繰入率による
　　                         将来の見積補償額を計上しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　 なお、当期の見積補償額はございません。
  　④工事損失引当金 …………受注工事の損失に備えるため、損失の発生が見込まれかつその金額を
                             合理的に見積もることのできる工事についてはその見積額を計上して                       
　                           おります。  
　　⑤退職給付引当金 …………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
　 　　　　　　　　　　　　　の見込額（簡便法）に基づき、計上しております。　　
　（５）完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　　　当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準（工
      事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており
      ます。
　（６）リ－ス取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につい
      ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　（７）消費税等の会計処理
　　　消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
　（８）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

当社は小田急電鉄株式会社を通算親会社とするグループ通算制度を適用しております。
なお、法人税および地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに
開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用しております。

至　２０２５年３月３１日

個　別　注　記　表

自　２０２４年４月　１日


